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はじめに
　DV や虐待の被害者はその被害を受けていること自体を明かすことができないことも少なく
ない。たとえ明かすことができても，その後の救済制度が十分に機能しないことも多くあるよ
うである。このような被害者とシステムとの間のミスマッチを解消させるあるいは減少させる
ためには，どのような手立てを講じていけばよいであろうか。救済制度が十分に機能しないと
きあるいは不適切に機能するならば，そのシステムの進行のために費やされた労力・時間・費
用が無駄なものとなってしまう。それらの無駄を解消あるいは減少させるためにできることは
何か？について考察・検証を試みようと考える。そこで第１章では，DV の加害者に対して刑
事責任を追及する場合の不具合について，第２章では，DV 問題に対する認識についての問題
点，第 3 章では，新たな救済方法の可能性について，第 4 章では，被害者の声を聴くことの重
要性について述べる。
第１章　刑事責任追及の欠点
1．DV加害者への刑事責任
　日本における配偶者からの暴力の禁止および被害者の保護に関する法律（平成 13 年法律第
31 号：以下「日本 DV 法」と略す）では，加害者の暴力行為について刑事罰を定めていない。
それに対して米国においてはそれぞれの州において州法である DV 法において，加害者につい
て刑事罰を定めている州が多く見られる。その刑事法のプロセスを進めるにあたって被害者の
同意を要しない政策が採られている例がいくつかある。これは何について説明しようとしてい
るのかと言うと，加害者を訴追するについて被害者の同意を要するとするならば，被害者の保
護について十分でない恐れが生じ得るために，そのような事態をさけるために，被害者の同意
なしに刑事プロセスを進行させる制度が設けられている。具体的には，逮捕や裁判所への訴え
の提起にあたって，それぞれ警察官や検事に裁量を与えず，それぞれのプロセスを必要的（あ
るいは義務的）に行わせるというものである。
　だが，このようなシステムは一見，被害者の保護について手厚いように見えるが，実際に進
行させてみると様々な欠点が見えてきた。本章ではそのような制度の意義とその欠点について
少し紹介する。
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1 ）必要的逮捕
　必要的逮捕とは，DV の加害者を逮捕するか否かの裁量を警察官に与えず，事件の現場にあっ
て警察官は加害者の逮捕を必要的に求められるという制度である。通常は事件の現場における
警察官には，現場の状況等を考慮して逮捕するか否かを判断する裁量が与えられている。しか
し，DV のような親密なパートナーからの侵害に関しては，その他の刑事犯罪とは異なった事
情が存する。それは被害者が法システムに解決を委ねることに対して消極的であることが多い
からである。その理由としては，例えば，法システムを家庭やパートナーに対して用いること
についての躊躇，法システムに訴えることにより加害者がさらに危険な行為にでるのではない
かという不安，さらには法システムに対する不信などからである 1）。
2 ）ノードロップ（強制訴追政策）
　次に，さらに DV の加害者として警察に拘束された加害者を DV の加害者として刑事責任を
追及するために，裁判所への刑事訴訟のプロセスを進めることになる。その際には，通常，検
事には訴追が必要かどうかを判断する裁量が認められている。数多い事件の中からどの事件を
訴追するかしないか，あるいは訴追する事件の中からどれを先に行うべきかという優先順位と
いった判断については，検察が裁量を有する。それに対し，ノードロップ政策とは，そのよう
な裁量を検察官に与えず，十分な証拠が存するときには必要的に起訴することを求められる制
度である。その理由として最たるものは，加害者を訴追するかどうかを決定するのは，被害者
ではなく政府であるからである 2）。なぜなら，刑事責任とは，加害者に対する公的な責任の追
及であるからである。また，訴追するかどうかの判断を被害者に与えると，そのことがかえっ
て被害者にプレッシャーを課すことになるために，そのような重荷から被害者を軽減するため
でもある。あるいは，被害者は訴追をあきらめることにより無力感を感じるが，そのような無
力感からくる恐怖を軽減することでもある 3）。
　また，ノードロップ政策のなかにも比較的拘束力が弱いものと強いものとがあり，前者は「ソ
フト」なノードロップ，後者は「ハード」なノードロップと呼ばれている。「ハード」なノードロッ
プでは，被害者は証言のために召喚される。召喚に応じず出頭を拒否すれば逮捕されたり拘留
されたりする。そのように被害者が証言に応じないときには，検察官は，訴追を中止せざるを
得なくなる。そこで，被害者不在のままに証拠に基づく訴追の政策を採用することが必要となっ
てくる。被害者が不在でも刑事訴追を進めなければならない場合も存在する。たとえば，殺人
事件についてである 4）。これらのような刑事訴追のプロセスを強制的に進行させることは，そ
れにより予期しない結果を招来することもある。それらについてさらに述べる。
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２．予期せぬ結果
１）とどまることを選択した女性に対する不利益
　まずは，被害者が加害者のもとから離れようとしない場合についてである。実際の法律の対
応というものは，被害者女性は加害者から離れることを望んでいるあるいはそう望むべきであ
るという考え方を前提としている 5）。このように法システムは最初からひとつの結論を前提と
していることが多く見られるようである。だが，DV に関する活動の目的は，暴力や支配を終
わらせることであって，女性を夫との関係から離脱させることではないのである 6）。
　そして法システムは次のような前提をもとにプロセスを進行しようとする。暴力関係にとど
まろうということ，女性が自身の意思で行動することのできない証拠として見られる。それは，
よくても法システムやその他の部門から十分な支援を提供されていないことの証拠として見ら
れてしまう。保護命令を求めようとしないのは，彼女が無力であることを思いしらされている
とか，反抗的であるとか不正直であると見られてしまう 7）。さらに，ソーシャルワーカーや裁
判官は，彼女は子どもを守るための必要な努力をなさなかったと仮定し，児童虐待やネグレク
トの追行手続を開始することになる 8）。
２）法システムの危険性
a）刑事上の側面から
　警察官は暴力の通報を受けてから駆けつける。つまり暴力の現場をまさに見ているわけでは
ない。現場に残された証拠はどちらにも解釈されてしまう。それらの証拠からどちらが暴力行
為をおこなったかについては，現場の警察官には判断がつかないことが多くあり，「ふたりと
も逮捕する」となってしまう 9）。
　そして，州や市の児童サービス当局によって子どもから引き離される。これは，後述のよう
に，DV の現場を子どもに見せること，つまり子どもの見ている前で DV を行うことは，米国
においては児童虐待の一形態とみられているからである。さらに，それに続く後見手続におい
て逮捕されたことが資料として用いられ，そのような親は子どもを養育するについて不適切な
親と判断されることがある 10）。
　このように被害者が逆に加害者とされそれにより後に不利益を受けることがあるといったこ
とを加害者がうまく利用して，加害者が被害者を支配し続ける手段として刑事訴追を利用する
こともある 11）。
b）民事上の側面から
　DV の被害者は保護命令を求めることができる。この請求に応じて裁判所は保護命令を発す
る。保護命令が発せられれば，加害者と被害者とが接することが禁じられ，この命令に反すれ
ば刑事罰が科されることになる。この命令は加害者のみならず被害者に対しても効力を有し，
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被害者が加害者と接することも禁じられる。被害者の方からわざわざ加害者に接することがな
いわけではない。双方の間に子どもがいる場合には，その子どもの養育について話し合うため
に，被害者の方から加害者に接触を求めることはよくあることである。このようなときには，
被害者が罰されることもある。裁判所の命令を無視したことにより，裁判所侮辱罪を科された
例もある 12）。
　また，ほとんどの州では相互に保護命令を発することを認めているため，被害者が先に訴え
を提起しても，加害者が自身の請求を発することでそれに応じることができる。そして，加害
者の訴えは被害者の訴えとイメージインナミラーであるため，被害者女性が訴えた内容が，突
如として彼女が夫に対して行った侵害行為となってしまうこともある 13）。
　法律はジェンダーニュートラルであるため，被害者は女性に限られるわけではない。実際に
被害者は女性の方に多いが男性が被害者であることもある。日本においては被害者のほとんど
は女性であるが，米国においては男性が被害者であることは少ないことではない。このために
被害者女性が女性という理由で被害者であると推定される 14）わけではない。
c）児童保護の側面から
　DV の現場を子どもたちが見ることによって非常に悪い効果や影響を及ぼすことが，多くの
研究によって示されている。そこで米国においては，子どもたちの面前で DV 行為を行うこと
が児童虐待の一種と捉えられている。このとき，被害者も DV の現場を見せたということでは
同じとされる。子どもたちの目前で暴力を受けることによって DV に「関与した」とされてし
まう。そして，州や市の児童サービス当局は，子どもを被害者女性から引き離すことになる。
さらには子どもの福祉を危険にさらしたという理由で逮捕されることもある 15）。
　子どもが DV を目撃することによる効果という観点から考えると，それらの子どもたちに対
する心理的虐待であると考えられている。目撃体験から子どもたちが受けるレッスンは，男の
子と女の子では異なると解されている。女の子は被害者としてトレーニングされ，男の子は女
性をいたぶることで力を誇示し得るように感じるというようにトレーニングされる 16）。また，
罪もない子どもの方が，被害者である母親より優先されると考える者も多い 17）。
３．法システムの対応
　被害者が DV に直面した時に，社会の多くの人々は，加害者と別れるように告げる。そして，
別れないときには彼女は悪い母親とされてしまう。なぜなら加害者のもとに留まることを選択
したことにより，子どもたちを危険にさらすことになるからである。だがそのような薦めに従っ
て被害者がひとたび加害者のもとを離れようとすれば，法システムが彼女を悩まし始めること
になるであろう。DV についてよく知らない人々や敵意的な人々が，加害者に操られ，彼女の
責任を追及することになる。
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１）裁判所による対応……調停
暴力が行われていない家庭においては，調停はよく機能しているようである。だが，暴力が
行われている家庭においてはそうではない。調停は加害者に対してその責任を負うように求め
るものではないからである。このことは，DV は当事者双方に責任があるというメッセージを
送っているようなものである 18）。
調停は次に挙げる三つの点において DV の問題になじまないと考えられる。
一つ目は，調停は自発的意思に基づくプロセスである。被害者は非常なプレッシャーを感じ
る。自身にとってベストとは言えないような解決法に同意することになる。
二つ目は，調停は双方が協力的でありかつ等しい交渉力を持っているときに成り立つのが原
則である。
三つ目は，調停は中立的であることが必要であるが，DV のように被害者の保護を必要とす
るときには，中立を保つことは困難になる。
このようなとき，弁護士は被害者と加害者のボディランゲージに注意を払わなければならな
いであろう。被害者が加害者の行為によって動揺しているときには，弁護士はその審理を打ち
切ることを提案すべきである 19）。このように DV の事例を扱う法律家はその問題についての
特殊性を知ることが求められる。
２）児童に対する性的虐待
性的虐待児童の母親は同時に，加害者からの虐待の被害者であることが多い。そのような申
立が行われたときに，裁判所の多くのスタッフは，その申立は，母親が子どもたちの後見を得
ようとして，父親を悪者にしたて上げようとしている，あるいは，父親に仕返しをするために
でっちあげたものと認識していることが少なくない。このような場合，弁護士はその児童を
児童に対する性的虐待についての専門知識を有する専門家に適切に紹介することが必要であ
る 20）。
３）後見審査・後見人
　調停の場における当事者の態度についても DV の問題について知らない人たちは，誤った認
識をしてしまうことになるであろう。調停の場において，加害者は繊細でもの静かであり強圧
的であることはほとんどない。それに対して，被害者はあまり平穏でなく，感情的で怒りっぽ
くそして PTSD に類似の症状に悩まされていることもある。これらの反応は，DV についての
知識のある人々にとっては正常で理解できることであるが，知識のない審査員たちはこれらを
見て，被害者はウソをついているとか親としてふさわしくないと考えてしまう 21）。
　このように DV の問題についてはその専門知識を有する専門家でないと理解できないことが
多く，そうでない者が当時者について判断すると，被害者の方をむしろ悪者であると認識して
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しまうことが多くなってしまうようである。また，これらの欠点は法システムと被害者との意
思疎通（あるいは対話）が不十分であるが故に起きていると理解することができるかも知れな
い。被害者との意思疎通あるいは被害者の声をよく聴くことの重要性は第４章において述べる。
第 2章　「私的」な問題
１．「法律は家庭に入らず」　
　日本においては男尊女卑は歴史的に確立された「伝統」のように考えられていた。それに対
して欧米おいては女性の権利や社会進出が進んでいると認識されてきた。だが，そのような男
尊女卑は日本に限られたわけでなかった。欧米においても状況は似たようなものであったよう
である。ただ欧米の方が数十年ほど進んでいたようではあるが，本質的には大した差はなかっ
たようである。本節ではそのような従来の認識について示す。
１）DV 法の発祥
アメリカの歴史の初期の段階，西洋世界は社会的にそして法律的に妻に対する虐待をその文
化の一部として容認してきた。夫が妻を支配し懲罰するのは婚姻上の義務の遂行に必要な態様，
物理的実力の行使は妻を懲罰するのみ必要と考えられてきた。女性は社会において従属的地位
であり続け，妻は夫の所有物とみなされ，そしてそのような状態は保持されることが必要と考
えられていた 22）。
まれに州が介入することがあっても，それは暴力があまりにも過度でありすぎるときに限ら
れていた。夫の妻に対する実力行使が許されており，何らなの恒久的な傷害がなされない限り，
あるいは夫による虐待的指向が見られない限りは法律は家庭内に立ち入ることはない。裁判所
の役割は暴力を止めることではなく，ただその行使が「適正」であるように制限することであっ
た 23）。
その後 20 世紀に初頭に，妻への虐待はほとんどの州で非合法とされるに至ったが，なおそ
れは「真の意味での犯罪」と見られていなかった。裁判所は深刻な暴力が行われない限り介入
しようとはしなかった 24）。そして実質的には妻への暴力は当然のように続けられた。そして，
1960 ～ 70 年代に被害者女性たちの活動が始まった。それまでは私的問題として見做されてき
た問題が，公衆や政府の両方によって，コミュニティの関心事として認識されるようになった。
だが，問題が認識されたにも拘わらず，DV に対する態度はすぐには変化しなかった。70 年代
なかばから，DV を明記する法律が州議会を通り始めたが，効果を最小限にとどめようとして
いた 25）。
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２）私的な問題
　だが，多くの人々は DV を「些細」な問題として認識し続けている。被害者がそのような私
的な問題を職場に持ち込もうとしたとき，被害者は社会的でないあるいは感情的であるとみな
される。社会における文化は，そのような「純粋に内的な」問題を引きずることは「許されな
い」と考える 26）。
　また，DV などジェンダーを動機とする暴力についての誤った認識により多くの人々は次の
ように認識している。「正常な」男性ならば性的暴力にコミットしない。そのような暴力を行
う男性は正常ではなく，「性的虐待は逸脱した行為」であると捉えられる。こういった認識は誤っ
た結論を導くことになる。つまり，「きちんとした者」はそのような行動を起こすはずがなく，
したがって非難は被害者に向けられることになる。DV のような出来事は例外的であり限られ
た経験則からは考えられない稀なことであると，多くの人は考える 27）。
　そしてたとえそのような暴力が行われたとしても，女性は虐待の関係から容易に離脱できる
はずであるという考えが導かれる。だが，被害者はより激しい暴力をおそれて離れることがで
きないことが多くある。さらに子どもがいるならば，容易に生活を放棄できないという事情も
存する 28）。
３）古典的認識
　古典的な認識のその最たるものは何と言っても，女性は家庭内にあるべきもの，である。ま
た家庭内の問題は本来家庭内で解決されるべきものである。家庭にはそのような傷を治癒する
力があるからである。にも拘らず，家庭内における暴力が公衆の目にさらされることは，その
家庭が自ら傷を癒すことの妨げとなる。このような理由から社会は家庭内の問題に入ろうとし
ない。だが，そのように家庭内の暴力に対してプライバシーを理由に社会が介入を拒むとき，
それ自身が暴力の一部であると認識されるべきである 29）。女性は，法の下つまり家庭から離
れた公的領域では平等であるが，私的な領域である家庭では平等ではない 30）。
２．法制度のシフト
　雇用に関して女性を不利に扱う慣行について見てみる。職場は当然家庭から離れた領域であ
る。だが，家庭からは離れた領域であるにも拘わらず多くの場合には，雇用においては女性は
不利に扱われることが多い。ここで「公的」の文言を省いたのには意味がある。だが本稿では
紙幅の関係から述べることができないので別の機会に譲ることにする。さらに DV の問題が関
係するときには，雇用者は被害者女性の雇用について慎重になる。なぜなら，被害者女性の職
場に加害者が押し掛け嫌がらせを行い，それにより職務に支障が生じることがよくあるからで
ある。
　雇用者が中立的なポリシーや慣行を維持し，それが女性に対して不均衡な効果を及ぼしてい
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る。被害者女性を雇用する場合，上記のようなリスクがあるために，雇用に関係する便宜供与
に関するコストをどのように配分するか，雇用者が負担するのかそれとも社会全体で負担する
のか，が問題となる。
１）DV 法
対応の立法の具体的進展そして，DV を公的な問題として認識することへのシフトを考えな
ければならない。問題となっている懸念事項を雇用者に対する侵害としてのみではなく，公共
の利益として枠組みを変更することで，バランスをシフトし，すべての雇用者に対して役割を
担うように求める立法が求められることになるであろう 31）。
２）被害者の位置づけ
　ここで被害者を，「DV の被害者」という地位（状況）であると捉え，その地位（状況）に
あることに対する差別であると位置づけ，そのような差別による解雇を禁止するという枠組み
の立法を考えることができるであろう 32）。だが，被害者に対する差別は，人種，性別その他
のパラダイムによって保護されるクラスといった典型的な差別として正確に類似するものでは
ない。DV 被害者を新たに保護されるべきクラスとして加えることは，また新たな問題を惹起
するかも知れない。保護されるべきクラスのひとつとして位置づけることも考えられるが，被
害者という地位を新たなクラスとして設けることについての懸念から，反対する雇用者も少な
くないであろう 33）。性別による差別は典型的な差別ではなるが，被害者に対する不利益な扱
いや差別はそうではない。DV 被害者には女性が多いという事情があるとはいえ，それらの人々
をクラスとして扱うことには疑問が生じるかも知れない。
３）保護されるべきクラス
　上記のような考えでは被害者の保護が弱くなる。それらに対しては，つぎのような主張があ
る。現行の救済法は，被害者を保護されるべきクラスとして認識していない。DV 被害者は自
身の落ち度がないにもかかわらず資格を奪われているということを理解しそしてそれを反映さ
せるべきである。そして，法律を改正しないことは，システムは彼女たちを保護していないと
いう誤ったメッセージを送り続けることになるであろう。それらの法律はこの問題を認識しな
いことによって，表明されるような問題は存在しないと主張し，被害を受けている人々を沈黙
させそして保護を主張する者を落胆させようとしている 34）。これらから，先に述べたように，
非難は被害者に向けられることになる。そのような状況から被害者を保護することこそが求め
られている。そこで，被害者に向けられた非難を加害者に向けるようにシフトさせることが求
められる。そのような新たな法的枠組みが求められると考えられよう。
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第３章　救済方法についての新たな可能性
１．アファーマティブアクションの適用可能性
　前節で現れたクラスという文言について，その語が用いられている制度について少し述べる。
差別を廃止するために，典型的に差別を受けてきた人々に対して優遇措置を講じる制度である。
典型的に差別を受けてきたグループを保護するために「クラス」という概念を定め，そのクラ
スにあてはまる人々に対して優遇措置を講じるという構造である。
１）アファーマティブアクションの起源
　1961 年，Kennedy 大統領によって発せられた大統領命令第 10925 号により，連邦政府と契
約を取り交わす経営者は，人種，信条，色，出身国に基づく雇用差別を行うことを禁止され
た 35）。
　1965 年，Johnson 大統領の発した大統領命令第 11246 号。連邦政府と 1 万ドル以上の契約を
なす業者は，その契約中に「平等な機会」条項を入れなければならず，そして差別が起きない
ことを保障するためにアファーマティブアクションを講じなければならなかった。さらに命
令が遵守されているかを監視するために連邦契約遵守局（Ofﬁce of Federal Contract Compliance: 
OFCC）が創設された。さらに 1967 年に大統領命令第 11375 号により，性別による差別が禁
止の対象として追加された 36）。　
これらは連邦政府によるアプローチであり，言わばトップダウンによる差別解消政策であっ
たと言えよう。そこでは，人種，信条，色，出身国さらに性別が典型的な差別事由として挙げ
られている。性別による差別は主に女性に対する差別であるが，では DV 被害者はクラスと言
えるであろうか。
２）DV 被害者はクラスか？
　現実として DV の被害者は圧倒的に女性に多い。平等な保護という観点から分析すれば，
DV 問題を女性に対する加害行為を考えることができるかもしれない。DV の被害者が女性に
限られるわけではないが，男性の被害者と女性の被害者は同様の状況にあるわけでははい。そ
のように考えるのであれば，DV 被害者を保護されるべきクラスと捉えることができるかも知
れない。だが，平等保護の権利は個々人に保障された個人的権利であり，グループに保障され
た権利ではない 37）。被害者が多いということからただちにそれらのグループの人々をクラス
として保護することは困難であるかもしれない。
３）平等な保護
　刑事法の例を採ると，強姦罪において，十代の少女が性行為から受けるリスクは十代の少年
70 ??????????????? ? ?
のそれよりはるかに大きい。それらのリスクを防止するためそして十代の少女の妊娠を防止す
るという重要な政府利益と実質的関連を有するとする判例がある 38）。この場合，保護される
べき法益は「妊娠の防止」であるから，保護の対象は女性に限られる。DV 被害者の場合は，
被害者は女性に限らず，また保護されるべき法益は「妊娠の防止」ではないから，この判例と
DV の事例では事情は厳密には一致しないと考えられるかも知れない。
４）事実上の差違とクラス区分
　性別による差別は典型的な差別事由であるが，ジェンダーによる区別は差別的なものではな
く，性別の違いにより同様の状況にあるわけではないとする判例がある 39）。だがこの判決に
対する批判者は，判決は DV の本質やダイナミクスにおける質的そして量的差違の強度につい
て認識し損ねている。女性は男性のパートナーから暴力を受けることについて大きな不均衡が
ある 40）として，女性の保護の必要性を主張する。
５）救済の範囲
　では，優遇措置の対象となる範囲はいかなるものであろうか。過去の具体的差別の除去に限
られるのか，それよりもひろく過去における差別から生じた現在の不利益を含むべきである
か 41）。女性の従属的地位という状況は，永きに亘って行われてきたことである。女性の保護
を積極的に講じることについては十分な事由が認められるとしても，DV の被害者には女性が
圧倒的に多いことから直ちに，積極的保護が必要という結論を導けるであろうか。この問題に
ついては，さらに考察されなければならない。
２．新たな提言
　前節で述べたようなクラスによる DV 被害者救済については困難があると考えられるので，
新たな救済のためのロジックを考察・検証しなければならない。その可能性のひとつとして合
衆国憲法修正第 13 条による救済方法が考えられる。
１）修正 13 条と被害者救済
　DV のような女性の従属的地位によりもたらされる問題に取り組むための前提として，修正
第 13 条（奴隷的拘束の禁止）の法理を用いるとする提案がある。修正第 13 条の本来の目的は
奴隷制の廃止であった。だが，修正 13 条の中核の目標は，強制労働の禁止にとどまるもので
はなく，品位の降下，非人間化，支配化にも及ぶ。修正第 14 条とちがって，修正第 13 条は政
府による行為を必要としていない 42）。女性に対する私的な暴力も含まれる。雇用関係によっ
て惹き起こされる性に基づく差別にも適用可能である。修正 13 条はジェンダー・ニュートラ
ルな文言を用いており，これにより私人のそして州による行為が自由に生きるための基本権を
71DV 被害者の意向を知ることの重要性
妨げるかどうかを評価することができる 43）。後述するように奴隷類似状況という概念を用い
るのであれば虐待被害者は，この条文による保護を受けることが可能となるかも知れない。
２）修正 13 条の法理
　奴隷解放論者の多くは，また 19 世紀初期の女性の権利運動の中心人物でもあった。平等な
自由の推進は，人種や性に基づく不正を終わらせる動きに結びついた。修正憲法を通した奴隷
制の廃止は，男性と女性の権利へと拡がった 44）。独立宣言の時点では，男性優位主義的なセ
ンスで書かれていた。このとき，起草者が将来，修正 13 条がジェンダー平等に適用されるこ
とを予想していたかどうかは，その規範的価値について決定的な要素でない。重要なのは，公
民権立法を通すための立法権限が付与されたと理解することである 45）。また，起草者の「す
べての人々」の概念には論理的に女性が含まれると解釈されるべきである 46）。
３）修正 14 条
　修正 14 条の本文は，男性と女性という語を含んでいなくても，明らかにすべての人に適用
されるものである。ジェンダー中立的文言は，起草者がジェンダー差別をカバーすることを意
図していなかったとしても，すべての人間に適用されるものである。近代の事例では，ジェン
ダー基準がステレオタイプに基づいて規定されているかどうかを審査している 47）。
４）奴隷制と類似する状況
　奴隷廃止論者たちは，奴隷所有をなくそうとした。だが何が「奴隷」であると構成されるの
であろうか？
　初期のフェミニストには婚姻が奴隷状況と主張する者がいた。婚姻は奴隷的状況である。し
からば，最初にして唯一の効果的な作業は，女性を奴隷状態から解放することである。そこで，
修正第 13 条は労働者や女性の現状を訴えるために有用であった。連邦政府は子どもの労働を
禁ずる法律を制定しようとした。その動きは二つの異なる特徴を持つ奴隷状況への疑問を投ず
ることであった。市場による強制と家庭内における強制についてである 48）。
５）他の形態の苦役
　修正第 13 条は奴隷的拘束や意に反する苦役についてのみならず，人種による輪郭づけ，児
童虐待，差別スピーチ，中絶禁止法，DV，セクハラ，ヘルスケア拒否等について禁止してい
ると読まれるべきである 49）との主張がある。
　たとえば，妊娠状態を終わらせる（terminate pregnancy）ことについて刑事罰を科すること
は，彼女の意思に反して子どもを持たせ母にならせることを強要するものである。中絶禁止法
（abortion law）が女性を直接に規制しそして女性をカースト従者と定めるものであると考える
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こともできえる。だが，望まない妊娠がその意に反する苦役と捉えることは疑問である 50）と
の主張もある。
　児童虐待については，生きていく権利を有しない児童は奴隷と類似の状況にあり，修正第
13 条が意味するところは，人を人間としてではなく所有物として扱うような支配関係にも広
く及ぶと解されるべきである 51）。
　DV については，DV，レイプ，性的虐待（sexual assault）は，意に反する苦役であり，女性
に対する暴力は 19 世紀の妻の地位についての象徴であり残渣（badge and incident）である 52）
との主張もある。
　ジェンダーに基づく暴力は社会において女性の等しい地位を否定するものであり，奴隷制の
象徴と付随物に類似するものである。女性を被虐的関係におく精神的強制は，意に反する苦役
の一形態に一因するものであり，レイプは力による関係による搾取であり女性は加害者によっ
て文字通りまったくの奴隷状態にされてしまう 53）として修正第 13 条の保護の範囲に当たると
考えることもできるかも知れない。
　このように，アファーマティブアクションによる保護が困難であるとしても，修正第 13 条
の理念から，奴隷類似状況の廃止とそれらの被害者の救済という枠組みからは，DV 被害者や
虐待被害者の保護が可能となるかもしれない。だが，修正第 13 条はその 2 項に執行条項を有
することから鑑み，そして保護されるべき人々の範囲を明確にするために，それらの救済を行
うためにはそのための救済法の整備が必要であると考える。
第４章　被害者は何を望んでいるか？
１．被害者との対話
　対話は重要である。虐待の被害者にとっては自分が信用されていると感じることが必要とさ
れる。虐待を証明する目的または被害者を勇気づけることに効果を生じるであろう。被害者は
自分をケアしてもらうために専門家を必要とし，そこでは問題の内容について批評の入らない
意見を聴くことを望んでいる。個人的な信念，偏見，先入観は公的な記録には決して表される
べきではない 54）。被害者自身のことばは，法律に関わるケースにおいては，特にそれが名前，
場所そして具体的な行為を含むときには，専門家が要約した意見内容よりも重いウェイトをも
たらす 55）。被害者がうまく会話ができないときには，解釈者を用いることを考えるべきである。
解釈者として用いる者は独立した専門家であるべきである。家族のメンバーや友人をその任務
にあててはならない。検事や裁判官は，家族のメンバーや友人を解釈者として用いた場合には，
被害者は訴えを取り下げることがよくあるということを，何度も見てきている。被害者にとっ
ては裁判の進行の間を通して自分を援助してサポートしてくれる者が必要なのである 56）。
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２．支援者の法的知識
　DV の被害者は最初に医療システムにコンタクトを求めることが多いであろうが，彼女たち
はいずれかの時点で法システムとのコンタクトを持つことになるであろう 57）。ヘルスケア提
供者が，彼らやそして彼らの患者に適用される DV 法について基本的な理解があるのならば，
被害者は最終的にそれらからもたらされる情報から利益を受けることになるであろう。ヘルス
ケアの専門家に対して適用される法律は医療的報告を義務付ける条文を含んでいるであろう。
DV の被害者は彼女たちの法律的権利や救済，刑事訴追の権利，民事上の保護命令，子どもの
保護，法的な引き離しそして離婚などを含め，それらについて知ることが必要である。ほとん
どの検察官は被害者支援プログラムを事務局の中で進行させており，DV の被害者それぞれの
必要に応じた対処法を支援者が提示することが必要であると認識している 58）。支援者は，被
害者が裁判プロセスを理解するについて援助することができ，被害者に付き添って出廷し，さ
らに暴力を受けた配偶者の体験やシンドロームについて専門家として証言することができるで
あろう 59）。
３．情報提供の必要性
　国や地方の DV 機関の情報リストを常に更新することも大切である。被害者や虐待を受けた
患者は，緊急の住居，シェルター，法律サービス，相談センター，社会福祉サービスそして金
銭的支援について知ることが必要となってくるであろう。被害者が医療措置や法的措置を求め
てくるとき，その家族のメンバーや友人を伴ってくることが多い。医院などに DV についての
事例紹介や支援情報を置いておくことによって被害者のみならず，その家族や友人を啓発し，
究極的には医療そして法システムを通じての支援システムを提供することになるであろう 60）。
　しかし，実務に携わる医療関係者の多くは，DV 分野について専門的なトレーニングを受け
ているわけではない。そのようなトレーニングを受けることによって知識を増加させ，聴き取
りや介入の際に患者にあまり苦痛を与えることなく，さらに秘かに行われている虐待をも発見
することができることになろう。そして医者にとって嫌なもののフタを開けることに対する憂
慮を軽減させることができるであろう。トレーニングを受けることにより，虐待について尋ね
ることを勇気づけることにもなる 61）。
　DV の専門家のほとんどは，DV による負傷の見定め方や証明の仕方について基本的なトレー
ニングを受けてこなかった。彼らは，DV による負傷，僅かなサイン，PTSD をいかに見定め
るかについてよりよく理解することが必要であり，攻撃による負傷を防禦による負傷との違い
を見分けることができるようになることが重要である 62）。
４．被害者の意思表明の意味
　被害者女性が法廷における証言あるいは参加しないことによって安全であるかどうかは明ら
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かではない。被害者がなぜそのような状況になったかについて，多種多様な事情が存する。そ
れを知らずして将来の安全を得ることができる可能性は低いであろう。そのような事情を知る
ことができないままに被害者不在のプロセスを進めるのであれば，それにより被害者たちの沈
黙が助長されることになるであろう。これらの沈黙により，被害者を支援しようとする法律や
政策との対話が閉ざされてしまうことになるであろう 63）。
　DV の被害者をシステマティックに沈黙させてしまうことは，被害者の大半が女性であり，
そして女性は歴史的に政策的にさらに法律的に社会のなかで従属的であり沈黙させられてきた
ことから，問題である。従属的なグループが沈黙させられることは，それによりさらに従属的
に陥れ扱いやすくすることになるため，とても重大なことである 64）。対話することは力の行
使である 65）。少ないスピーチしか持たない者に対しては，多くのスピーチを持つ者と比べて，
不平等をもたらす 66）。話すことが自己表現，認識，参観のひとつの形態として価値を持つ 67）。
個人がスピーチできないとき，その者は無視され力を無くしてしまう。ある見解に耳が貸され
なかったとき，法システムは真に効果的であるかどうかは定かでなくなるであろう。DV 被害
者を沈黙させておくことは，加害者への従属に甘んじさせるばかりでなく，法システムにも従
属させてしまうことになる。被害者は刑事法に無視されていないか，より多く発言することに
よって DV の法律や政策がより効果的になるのではないか，そして DV の被害者はその従属的
地位に甘んじていないかどうかである 68）。
　また，現行のどのような政策が機能しているか，そしてどのような政策がジェンダーによる
従属や暴力を永続させているかを見定めることが求められよう。ある政策はある女性たちには
よく機能するが，他の女性たちにはうまく機能しないこともある。DV の被害者に対する私た
ちの認識も変えなければならないであろう。被害者を顔の見えないステレオタイプとして捉え
るのではなく，多種多様な事由からくる DV の複雑性について理解することを始めはければな
らない。そのためには被害者との対話が必要になるが，被害者不在のプロセス進行はそのよう
な対話の可能性を制限することになろう。そしてそれによる沈黙により DV の政策の効率は制
限されることになるであろう 69）。
　これらのように，被害者は意見を表明しないことによってさらに被害者としての状況に追い
込まれ続けると考えられる。これらの被害者と対話するために必要なことは，とにかく被害者
の声を聴くことであると考えられよう。そして，それを聴く者はどのような者（アクター）が
適しているかについて考えなければならない。被害者の保護・救済のためにはいかなる方法に
よって意見を聴くことが適切であるかについて模索・探究していかなければならない。
５．被害者自身によるリスク評価
　ある研究によれば，介入政策を進行する際に被害者を排除するのであれば，被害者の安全を
効果的に保障することができないことが示されている。ひとつは，被害者不在での強制介入政
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策は被害者の安全を確保できるかどうかが証明されていないこと。いまひとつは，被害者こそ
が加害者の招来の暴力を予想するにあたって最も適した位置にいるということである 70）。
　被害者を含めた最も効果的なやり方で DV に取り組むことを始めるために法関係者に必要な
ことは，司法システムの目標との関係におけるパラダイムのシフトである。私たちの最終の目
標は被害者の安全であるのだから，被害者が離婚しようと考えているのか，どのような支援を
求めているのか，どのような扱いを受けることを望むかについて法システムとの可能な限りの
相互関係を被害者に提供することによって，目標に近づいていくことが必要であろう。また，
刑事あるいは民事の司法システムの関係者たちは，法律以外のリソースや他の研究に触れる機
会が，通常はないであろうので，医療や健康に関する専門家を招いたトレーニングを進めるべ
きである 71）。
　被害者の意思を尊重することは重要であると考えるが，司法関係者は被害者の意思を知るに
ついて十分に効果的な位置にいるわけではないのかも知れない。そのようなときには，法律関
係者以外の他の領域の専門家を参加も必要となってくると考えられよう。そしてどのような専
門家を参加させどのような方法を行っていくことが効果的であるかが重要となるであろう。被
害者の真に自由な意思を適切かつ効果的に聴きだせるあるいは伝えることができる者はどのよ
うな者かについて考えなければならない。
むすびにかえて
　被害者が求める支援や救済とシステムが提供できるそれらとのミスマッチ，そして被害者の
声を聴くことの重要性につい見てきた。これらのミスマッチを放置するのであれば，それによ
り労力・時間・費用を無駄にしてしまう。せっかく設けられた救済システムは空振りにおわっ
てしまう。これは同時に税金の無駄という結果を招くことにもなるであろう。それらを解消・
減少させるためには，被害者との対話が重要であること，それらについての主張を見た。では，
被害者の声を聴くのに適した者（アクター）とはどのような者だろうか。文中に述べたように，
それらの問題についての専門家もそのアクターであろう。
　では，それらの専門家を加えることだけで十分あるいは適切であろうか。たとえば，虐待の
被害児童がその被害を訴えることができる相手は誰であろうか？　最近では，学校の教員も児
童虐待について認識しているので，被害児童がそのことを申し出たときに「適当にあしらう」
教員はほとんどいないと考えることができよう。だが虐待被害児童がそのことを気軽に申し出
ることはできるであろうか？
　ここでは次のように考えることができるかも知れない。虐待被害者の声をとにかく聴く人が
まず必要であろう。次に，被害者の声を聴いた人が，それらの問題について具体的な救済方法
を知っている人（例の場合では学校の教員）に話し，そしてそれら救済方法を知っている人が
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初めて行政（例の場合では児童相談所）に話を持って行けるのではないかと考えることもでき
るかも知れない。つまり，虐待被害者と行政の間にはツー・クッションを置く必要があるのか
も知れない。第４章第１節で記した「独立した専門家」の前にもう一つのアクターが必要とさ
れるのかも知れない。それはいかなる者であろうかについては，これから考察・検証していか
なければならないであろう。
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The Importance of Hearing the Voices of Victims of Domestic Violence
Tomoki SAWADA
Abstract
The legal system for assisting victims of domestic violence may fail to appropriately 
reflect their wishes. I consider aspects of the existing law that do not adequately meet 
victims’ needs for dealing with the issue. In addition, I point out the importance of 
hearing the voices of victims. And I suggest possible new remedies through the principle 
of law of The Thirteenth Amendment.
